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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被処理物の表面が所定の水接触角となるように前記被処理物をプラズマ処理するプラズ
マ処理部と、
　前記被処理物にインクが吐出される際の前記被処理物の表面温度が目標とする水接触角
の範囲となる温度であるように、少なくとも前記プラズマ処理されてから前記インクを吐
出されるまでの前記被処理物の表面を冷却する冷却部と、
　を備えた改質装置。
【請求項２】
　被処理物の表面が所定のｐＨ値となるように前記被処理物をプラズマ処理するプラズマ
処理部と、
　前記被処理物にインクが吐出される際の前記被処理物の表面が目標とするｐＨ値の範囲
となる温度であるように、少なくとも前記プラズマ処理されてから前記インクを吐出され
るまでの前記被処理物の表面を冷却する冷却部と、
　を有する改質装置。
【請求項３】
　前記冷却部は、前記被処理物の搬送経路における、前記プラズマ処理部より前記被処理
物の搬送方向上流側の第１領域、前記プラズマ処理部により前記被処理物がプラズマ処理
される第２領域、および前記プラズマ処理部より前記被処理物の搬送方向下流側で且つイ
ンクを吐出される前までの第３領域、の少なくとも１箇所を冷却する、
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　請求項１または請求項２に記載の改質装置。
【請求項４】
　前記プラズマ処理部は、
　前記被処理物に放電する放電電極と、前記放電電極に対向配置されたアース電極と、前
記放電電極と前記アース電極とに電圧を印加する電圧印加部と、を含み、
　前記冷却部は、
　前記第１領域および前記第３領域を冷却する第１冷却部、前記アース電極を内側から冷
却することによって前記第２領域を冷却する第２冷却部、および、前記アース電極を外側
から冷却することによって前記第２領域を冷却する第３冷却部の少なくとも１つを含む、
　請求項３に記載の改質装置。
【請求項５】
　前記プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの前記被処理物の表面温度を取得
する取得部と、
　取得した前記表面温度に基づいて、前記プラズマ処理部のプラズマエネルギー量、およ
び前記冷却部の冷却能力の少なくとも一方を調整する調整部と、
　を備えた、請求項１～請求項４の何れか１項に記載の改質装置。
【請求項６】
　前記調整部は、
　前記被処理物の種類、前記被処理物に吐出されるインクのインク種の少なくとも一方と
、取得した前記表面温度と、に基づいて、前記プラズマ処理部のプラズマエネルギー量、
および前記冷却部の冷却能力の少なくとも一方を調整する、
　請求項５に記載の改質装置。
【請求項７】
　前記調整部は、取得した前記表面温度が高いほど、前記冷却能力が高くなるように、前
記冷却部の冷却能力を調整する、
　請求項５または請求項６に記載の改質装置。
【請求項８】
　前記被処理物の搬送経路における、前記プラズマ処理部より前記被処理物の搬送方向下
流側に設けられた前記被処理物にインクを吐出する記録部より、前記被処理物の搬送方向
上流側に設けられ、前記搬送経路を搬送される前記被処理物の表面温度を検出する検出部
を備え、
　前記取得部は、前記検出部によって検出された前記表面温度に応じて、前記プラズマ処
理されてからインクを吐出されるまでの前記被処理物の表面温度を取得する、
　請求項５～請求項７の何れか１項に記載の改質装置。
【請求項９】
　前記検出部は、前記搬送経路における、前記記録部より前記被処理物の搬送方向上流側
で、且つ、前記プラズマ処理部より前記被処理物の搬送方向下流側に配置された、
　請求項８に記載の改質装置。
【請求項１０】
　前記検出部は、
　前記搬送経路における、前記記録部より前記被処理物の搬送方向上流側であって、前記
プラズマ処理部より前記被処理物の搬送方向下流側で、且つ、前記プラズマ処理部によっ
て前記プラズマ処理された直後の前記被処理物の表面温度を検出可能な位置に配置された
、
　請求項９に記載の改質装置。
【請求項１１】
　請求項１～１０の何れか１項に記載の改質装置と、
　前記プラズマ処理部より前記被処理物の搬送方向下流側に設けられ、前記被処理物にイ
ンクを吐出する記録部と、
　を備えた画像形成装置。
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【請求項１２】
　請求項１～１０の何れか１項に記載の改質装置と、
　前記プラズマ処理部より前記被処理物の搬送方向下流側に設けられ、前記被処理物にイ
ンクを吐出する記録部と、
　を備えた画像形成システム。
【請求項１３】
　被処理物の表面が所定の水接触角となるように前記被処理物をプラズマ処理するステッ
プと、
　前記被処理物にインクが吐出される際の前記被処理物の表面温度が目標とする水接触角
の範囲となる温度であるように、少なくとも前記プラズマ処理されてから前記インクを吐
出されるまでの前記被処理物の表面を冷却するステップと、
　を含む改質方法。
【請求項１４】
　被処理物の表面が所定のｐＨ値となるように前記被処理物をプラズマ処理するステップ
と、
　前記被処理物にインクが吐出される際の前記被処理物の表面が目標とするｐＨ値の範囲
となる温度であるように、少なくとも前記プラズマ処理されてから前記インクを吐出され
るまでの前記被処理物の表面を冷却するステップと、
　を含む改質方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、改質装置、改質方法、画像形成装置、および画像形成システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラズマを発生させ、記録媒体などの被処理物の表面を改質する技術が開示されている
（例えば、特許文献１、特許文献２）。被処理物の表面を改質することで、被処理物の表
面の水接触角を下げることができる。また、改質処理された被処理物にインクを吐出して
画像を形成することが知られている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかし、従来では、プラズマ処理時に発生する熱に対する考慮がなされていなかった。
このため、プラズマ処理時に加えられる熱によって、被処理物の表面の改質効果が低下す
る場合があった。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記目的を達成するために、本発明にかかる改質装置は、被処理物の表面が所定の水接
触角となるように前記被処理物をプラズマ処理するプラズマ処理部と、前記被処理物にイ
ンクが吐出される際の前記被処理物の表面温度が目標とする水接触角の範囲となる温度で
あるように、少なくとも前記プラズマ処理されてから前記インクを吐出されるまでの前記
被処理物の表面を冷却する冷却部と、を備える。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明によれば、被処理物の表面の改質効果の低下を抑制することができる、という効
果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】図１は、本実施の形態で採用するプラズマ処理の概略の説明図である。
【図２】図２は、インクのｐＨ値とインクの粘度との関係の一例を示す図である。
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【図３】図３は、評価結果を示すグラフである。
【図４】図４は、プラズマエネルギー量と、顔料凝集の均一性と、の観察結果を示す図で
ある。
【図５】図５は、各種非浸透性の記録媒体をプラズマ処理したときの純水の水接触角の測
定結果を示すグラフである。
【図６】図６は、被処理物の表面温度と純水の水接触角との関係を示すグラフである。
【図７】図７は、プラズマ処理された被処理物の加熱前後のＦＴ－ＩＲの測定結果を示す
グラフである。
【図８】図８は、水接触角とビーディングランクとの関係を示すグラフである。
【図９】図９は、本実施の形態に係る印刷システムの概略構成を示す模式図である。
【図１０】図１０は、印刷システムの詳細説明図である。
【図１１】図１１は、制御部の機能ブロック図である。
【図１２】図１２は、画像形成処理の手順を示すフローチャートである。
【図１３】図１３は、制御部の機能ブロック図である。
【図１４】図１４は、画像形成処理の手順を示すフローチャートである。
【図１５】図１５は、ハードウェア構成図である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　以下に図面を参照して、改質装置、改質方法、画像形成装置、および画像形成システム
の実施の形態を詳細に説明する。
【０００８】
（第１の実施の形態）
　本実施の形態では、被処理物をプラズマ処理する。
【０００９】
　本実施の形態において用いる被処理物は、例えば、非浸透性の記録媒体、緩浸透性の記
録媒体、浸透性の記録媒体である。
【００１０】
　非浸透性の記録媒体とは、実質的にインクなどの液滴が浸透しない記録媒体をいう。「
実質的に浸透しない」とは、１分後の液滴の浸透率が５％以下であることをいう。非浸透
性の記録媒体としては、例えば、アート紙、合成樹脂、ゴム、コート紙、ガラス、金属、
陶器、木材等が挙げられる。また、機能付加の目的で、これら材質を複数組み合わせて複
合化した基材も使用できる。また、普通紙などに、これらの非浸透性の層（たとえば、コ
ート層）を形成した媒体を用いてもよい。
【００１１】
　また、緩浸透性の記録媒体とは、１０ｐｌ（ピコリットル）の液滴を記録媒体上に滴下
した場合に、全液量が浸透するまでの時間が１００ｍ秒以上である記録媒体をいい、具体
的にはアート紙などが挙げられる。浸透性の記録媒体は、１０ｐｌの液滴を記録媒体上に
滴下した場合に全液量が浸透するまでの時間が１００ｍ秒以下である記録媒体であり、具
体的には普通紙、多孔質紙などである。
【００１２】
　本実施の形態では、被処理物として、非浸透性の記録媒体、または緩浸透性の記録媒体
を適用した場合に、特に効果的である。
【００１３】
　なお、以下では、被処理物を、記録メディア、または、記録媒体と称する場合がある。
【００１４】
　被処理物の表面をプラズマ処理すると、被処理物表面の水接触角が下がり、濡れ性が向
上する。被処理物表面の濡れ性が向上すると、プラズマ処理された被処理物に着弾したド
ットが素早く拡がる。このため、被処理物表面のインクを素早く乾燥させることが可能と
なる。このため、インク顔料の分散が防止されつつ顔料が凝集する。その結果、ビーディ
ングやブリードなどの発生の抑制を図ることができる。また、顔料の凝集により、インク
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層の表面粗さを調整することができる。ビーディングとは、被処理物上で隣接するドット
がつながり、不規則な隙間や、濃度の増大などが発生し、画質を損なう現象を示す。
【００１５】
　詳細には、プラズマ処理では、プラズマで発生した酸素ラジカルや水酸ラジカル（－Ｏ
Ｈ）、オゾンのような活性種によって表面の有機物が酸化反応し、親水性の官能基が形成
される。
【００１６】
　このため、プラズマ処理を用いることで、被処理物表面の濡れ性（親水性）を制御でき
るだけでなく、被処理物表面のｐＨ値も制御（酸性化）することが可能になる。また、プ
ラズマ処理を用いることで、プラズマ処理された被処理物上に形成されるインク層に含ま
れる顔料の凝集性をコントロールすることができる。
【００１７】
　また、プラズマ処理を用いることで、浸透性をコントロールしてインクドット（以下、
単にドットという）の真円度を向上させるとともに、ドットの合一を防止してドットの鮮
鋭度や色域を拡げることも可能である。その結果、ビーディングやブリードといった画像
不良を解決して、高品質な画像が形成された印刷物を得ることができる。また、被処理物
上の顔料の凝集厚みを薄く均一にすることにより、インク液滴量を削減して、インク乾燥
エネルギーの低減および印刷コストの低減を図ることも可能になる。
【００１８】
　そして、本実施の形態では、更に、少なくともプラズマ処理されてからインクを吐出さ
れるまでの被処理物の表面を冷却する。この冷却により、本実施の形態では、プラズマ処
理による改質効果の低下を抑制する（詳細後述）。なお、改質効果とは、上述したプラズ
マ処理による効果を示し、水接触角を下げる効果、濡れ性の向上、酸性化、などを示す。
中でも、本実施の形態では、改質効果とは、水接触角を下げる効果を主に意味する。
【００１９】
　図１は、本実施の形態で採用するプラズマ処理の概略の説明図である。図１に示すよう
に、本実施の形態で採用されるプラズマ処理には、放電電極１１と、アース電極１４と、
誘電体１２と、電圧印加部１５と、を備えたプラズマ処理部１０を用いる。誘電体１２は
、放電電極１１とアース電極１４との間に配置される。アース電極１４は、放電電極１１
に対向配置されている。
【００２０】
　アース電極１４は、例えば、表層にシリコンを塗布したローラー状電極としてもよいし
、アルミナ系の材質で構成された電極としてもよい。放電電極１１は、例えば、ＳＵＳ材
などを用いる。なお、放電電極１１は、放電プラズマの生じる材質で構成すればよく、そ
の材質は限定されない。放電電極１１の形状は、限定されない。例えば、放電電極１１の
形状は、ブレード状、ワイヤー状、ローラ状などの何れであってもよい。
【００２１】
　アース電極１４の表面は、例えば、ポリイミド、シリコン、セラミック等の絶縁体で被
覆されている。また、放電電極１１は、金属部分を露出した構成であってもよいし、絶縁
ゴムやセラミックなどの誘電体や絶縁体で被覆してもよい。
【００２２】
　電圧印加部１５は、放電電極１１とアース電極１４との間に高周波・高電圧のパルス電
圧を印加する。
【００２３】
　このパルス電圧の電圧値は、たとえば約１０ｋＶ（キロボルト）（ｐ－ｐ）程度である
。また、その周波数は、例えば、約２０ｋＨｚ（キロヘルツ）である。このような高周波
・高電圧のパルス電圧を２つの電極間に供給することで、放電電極１１と誘電体１２との
間に大気圧非平衡プラズマ１３が発生する。被処理物２０は、大気圧非平衡プラズマ１３
の発生中に放電電極１１と誘電体１２との間を通過する。これにより、被処理物２０の表
面がプラズマ処理される。
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【００２４】
　なお、図１には、一例として、プラズマ処理部１０が、回転型のロール状の放電電極１
１とベルトコンベア型の誘電体１２とを採用した場合を示した。例えば、被処理物２０は
、図示を省略する搬送機構、または回転する放電電極１１と誘電体１２との間で挟持搬送
されることで、大気圧非平衡プラズマ１３中を通過する。これにより、被処理物２０が大
気圧非平衡プラズマ１３に接触し、プラズマ処理が施される。大気圧非平衡プラズマ１３
は、誘電体バリア放電を利用したプラズマである。
【００２５】
　大気圧非平衡プラズマ１３によるプラズマ処理は、電子温度が極めて高く、ガス温度が
常温付近であるため、被処理物２０に対するプラズマ処理方法として好ましい方法の１つ
である。
【００２６】
　大気圧非平衡プラズマ１３を広範囲に安定して発生させるには、ストリーマ絶縁破壊形
式の誘電体バリア放電を採用した大気圧非平衡プラズマ処理を実行することが好ましい。
ストリーマ絶縁破壊形式の誘電体バリア放電は、たとえば誘電体で被覆された電極間に交
番する高電圧を印加することで得ることが可能である。
【００２７】
　ただし、大気圧非平衡プラズマ１３を発生させる方法としては、ストリーマ絶縁破壊形
式の誘電体バリア放電以外にも、種々の方法を用いることができる。たとえば、電極間に
誘電体等の絶縁物を挿入する誘電体バリア放電、細い金属ワイヤー等に著しい不平等電界
を形成するコロナ放電、短パルス電圧を印加するパルス放電などを適用することが可能で
ある。また、これらの方法を２つ以上組み合わせることも可能である。また、本実施の形
態におけるプラズマ処理は、大気中で実施されているが、これに限らず、窒素や酸素等の
ガス雰囲気下で実施されてもよい。
【００２８】
　また、図１に例示したプラズマ処理部１０では、搬送方向に合わせて被処理物２０を送
り出すように回転可能な放電電極１１が採用されているが、この構成に限られるものでは
ない。たとえば、被処理物２０の搬送方向に対して交差する方向に移動可能な１つ以上の
放電電極が採用されてもよい。
【００２９】
　次に、本実施の形態で用いるプラズマ処理について、更に具体的に説明する。
【００３０】
　プラズマ処理では、被処理物２０に大気中のプラズマ照射を行うことによって、被処理
物２０表面の高分子を反応させ、親水性の官能基を形成する。詳細には、放電電極から放
出された電子ｅが電界中で加速されて、大気中の原子や分子を励起・イオン化する。イオ
ン化された原子や分子からも電子が放出され、高エネルギーの電子が増加し、その結果、
ストリーマ放電（プラズマ）が発生する。このストリーマ放電による高エネルギーの電子
によって、被処理物２０（たとえばコート紙）表面の高分子結合（コート紙のコート層は
炭酸カルシウムとバインダとして澱粉で固められているが、その澱粉が高分子構造を有し
ている）が切断され、気相中の酸素ラジカルＯ＊や水酸ラジカル（―ＯＨ）、オゾンＯ３

と再結合する。これにより、被処理物２０の表面に水酸基やカルボキシル基等の極性官能
基が形成される。その結果、被処理物２０の表面に親水性や酸性が付与される。それによ
り、被処理物２０表面の水接触角が低下し、濡れ性が向上すると共に、酸性化（ｐＨ値の
低下）する。
【００３１】
　なお、本実施の形態における酸性化とは、インクに含まれる顔料が凝集するｐＨ値まで
被処理物２０における処理対象面側表面のｐＨ値を下げることを意味する。ｐＨ値を下げ
るとは、物体中の水素イオンＨ＋濃度を上昇させることである。被処理物２０の処理対象
面側表面に触れる前のインク中の顔料はマイナスに帯電し、ビヒクル中で顔料が分散して
いる。
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【００３２】
　図２は、インクのｐＨ値とインクの粘度との関係の一例を示す図である。図２に示すよ
うに、インクは、そのｐＨ値が低いほど、その粘度が上昇する。これは、インクの酸性度
が高くなるほど、インクのビヒクル中でマイナスに帯電している顔料が電気的に中和され
、その結果、顔料同士が凝集するためである。したがって、たとえば図２に示すグラフに
おいてインクのｐＨ値が必要な粘度と対応する値となるように被処理物２０の表面のｐＨ
値を下げることで、インクの粘度を上昇させることが可能である。これは、インクが、被
処理物２０の処理対象面側表面に付着した際、顔料が該処理対象面側表面の水素イオンＨ
＋によって電気的に中和された結果、顔料同士が凝集するためである。それにより、隣接
したドット間の混色を防止するとともに、顔料が被処理物２０の奥深く（さらには裏面ま
で）浸透するのを防止することが可能となる。ただし、必要な粘度と対応するｐＨ値とな
るようにインクのｐＨ値を下げるためには、被処理物２０の処理対象面側表面のｐＨ値を
必要な粘度と対応するインクのｐＨ値よりも低くしておく必要がある。
【００３３】
　また、インクを必要な粘度とするためのｐＨ値は、インクの特性によって異なる。すな
わち、図２のインクＡに示すように、比較的中性に近いｐＨ値で顔料が凝集して粘度が上
がるインクもあれば、インクＡとは異なる特性を持つインクＢに示すように、顔料を凝集
させるためにインクＡよりも低いｐＨ値が必要なインクも存在する。
【００３４】
　顔料がドット内で凝集する挙動や、ビヒクルの乾燥速度や被処理物２０内への浸透速度
は、ドットの大きさ（小滴、中滴、大滴）によって変わる液滴量や、被処理物２０の種類
や、インク種などによって異なる。そこで以下の実施の形態では、プラズマ処理における
プラズマエネルギー量を、被処理物２０の種類やインク量（液滴量）やインク種などに応
じて最適な値に制御してもよい。
【００３５】
　図３は、本実施の形態にかかるプラズマエネルギーと被処理物表面の水接触角（濡れ性
）、ビーディング、ｐＨ値、および浸透性と、の評価結果を示すグラフである。図３では
、被処理物２０としてコート紙へ印刷した場合の表面特性（水接触角（濡れ性）、ビーデ
ィング、ｐＨ値、浸透性（吸液特性））がプラズマエネルギーに依存してどのように変化
するかを示した。なお、図３に示す評価を得るにあたり、インクには、顔料が酸により凝
集する特性の水性顔料インク（マイナスに帯電した顔料が分散されているアルカリ性イン
ク）を使用した。
【００３６】
　図３に示すように、コート紙表面の水接触角は、プラズマエネルギーが低い値（たとえ
ば０．２Ｊ／ｃｍ２程度以下）で急激に低下し（濡れ性が良くなり）、それ以上エネルギ
ーを増加させてもあまり低下しなかった。一方、コート紙表面のｐＨ値は、ある程度まで
はプラズマエネルギーを高めることにより低下した。ただし、プラズマエネルギーがある
値（たとえば４Ｊ／ｃｍ２程度）を超えたところで飽和状態になった。また、浸透性（吸
液特性）は、ｐＨの低下が飽和したあたり（たとえば４Ｊ／ｃｍ２程度）から急激に良く
なった。ただし、この現象は、インクに含まれている高分子成分に依存して異なると考え
られる。
【００３７】
　この結果として、浸透性（吸液特性）がよくなり始めて（例えば４Ｊ／ｃｍ２程度）か
らビーディング（粒状度）の値が非常に良い状態となっていることが判明した。ここでの
ビーディング（粒状度）とは、画像のざらつき感を数値で表したものであり、濃度のばら
つきを平均濃度の標準偏差で表したものである。図３では、２色以上のドットからなる色
のベタ画像の濃度を複数サンプリングし、その濃度の標準偏差をビーディング（粒状度）
として表している。このように、本実施の形態にかかるプラズマ処理を施したコート紙に
吐出されたインクは、真円状に広がり且つ凝集しながら浸透した。
【００３８】



(8) JP 6561659 B2 2019.8.21

10

20

30

40

50

　また、被処理物２０表面の濡れ性向上（水接触角の低下）や、被処理物２０表面の酸性
化（ｐＨの低下）により、インク顔料の凝集、浸透性の向上、ビヒクルのコート層内部へ
の浸透などが生じる。これらにより、被処理物２０表面の顔料濃度が上昇するため、ドッ
トが合一したとしても、顔料の移動を抑えることが可能となり、その結果、顔料の混濁を
抑制し、顔料を均一に被処理物表面に沈降凝集させることが可能となる。
【００３９】
　図４は、プラズマエネルギー量と、顔料凝集の均一性と、の観察結果を示す図である。
図４に示すように、プラズマエネルギー量が大きいほど、顔料凝集の均一性が向上するこ
とがわかる。
【００４０】
　図５は、各種非浸透性の記録媒体をプラズマ処理したときの純水の水接触角の測定結果
を示すグラフである。図５において、横軸はプラズマエネルギーを示す。図５に示される
ように、非浸透性の記録媒体であっても、プラズマ処理することで、水接触角が低下し、
濡れ性が高くなることがわかる。水性顔料インクの場合、純水よりも表面張力が低いこと
から、より濡れ易いと考えられる。すなわち、プラズマ処理によって水性顔料インクが薄
く濡れ広がり易くなった結果、水分の蒸発に有利な表面状態が得られる。なお、以下では
塩化ビニルについて説明するが、本結果の通り、ポリエステルやアクリル等の熱可塑性樹
脂からなる非浸透性の記録媒体に対しても、プラズマ処理による改質効果が見られた。
【００４１】
　ここで、本発明者らは、プラズマ処理された被処理物２０の表面温度が高くなると、プ
ラズマ処理による改質効果が低下することを見出した。
【００４２】
　図６は、被処理物２０の表面温度と純水の水接触角との関係を示すグラフである。
【００４３】
　詳細には、図６では、被処理物２０として、オフセットコート紙のＬｕｍｉＡｒｔＧｌ
ｏｓｓ紙を用い、放電プラズマのプラズマエネルギー量を、７ｋＪ／ｍ２としたときの、
表面温度と水接触角との関係を示す。そして、この条件でプラズマ処理する前のオフセッ
トコート紙の水接触角は約７０°であった。そして、この条件でプラズマ処理した後のオ
フセットコート紙の水接触角は約２４°であり、かなり低い水接触角となった。このオフ
セットコート紙の表面を、ヒートガンにて各温度の水準に温度設定した温風にて暖め、ま
た、温風をあてている時間を水準にとり、その際の表面温度をサーモメータで測定した。
そして、各温度の各々に温めたオフセットコート紙の表面の水接触角の各々を測定した。
【００４４】
　水接触角の測定は、本実施の形態では、接触角計（協和界面科学（株）製：ＰＣＡ－１
）を用い、５０％ＲＨの環境下で、純水を被処理物２０の表面に１μｌ滴下し、１０００
ｍｓ後の接触角を求めた。
【００４５】
　プラズマ処理直後のオフセットコート紙の水接触角は約２４°であったが、図６に示す
ように、オフセットコート紙の表面温度が高くなるほど水接触角が高くなった。具体的に
は、プラズマ処理によって、水接触角が約２４°になるまで改質処理されたオフセットコ
ート紙の水接触角が、表面温度４０度付近から急激に３０°以上高くなった。
【００４６】
　また、図７は、プラズマ処理された被処理物２０の加熱前後のＦＴ－ＩＲの測定結果を
示すグラフである。
【００４７】
　詳細には、図７は、オフセットコート紙であるＬｕｍｉＡｒｔＧｌｏｓｓ紙を被処理物
２０として用い、プラズマ処理により、オフセットコート紙の表面を改質処理した際のＦ
Ｔ－ＩＲ（赤外分光装置）の測定結果である。
【００４８】
　図７（Ａ）は、このプラズマ処理直後のオフセットコート紙のＦＴ－ＩＲによる測定結
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果を示す。図７（Ｂ）は、このプラズマ処理後に熱を加えたオフセットコート紙のＦＴ－
ＩＲによる測定結果を示す。
【００４９】
　図７（Ａ）および図７（Ｂ）に示すように、プラズマ処理された被処理物２０に熱を加
えると、熱を加える前に比べて、水酸基（－ＯＨ）のピークが低下していた。この結果は
、プラズマ処理によって配位した水酸基（－ＯＨ）が、熱によって減少した事を示してお
り、そのため、濡れ性が低下し、水接触角が高くなることを意味する。
【００５０】
　また、本発明者らは、プラズマ処理された被処理物２０に熱を加えると、放電プラズマ
によって生じた親水官能基である水酸基（ＯＨ）、カルボニル基（＞Ｃ＝Ｏ）、アルデヒ
ド基（－ＣＨＯ）等が、熱により被処理物２０から乖離することを見出した。すなわち、
本発明者らは、熱による親水官能基の剥離により、プラズマ処理によって低下した水接触
角が高くなり、改質効果が低下することを見出した。また、本発明者らは、図７の結果か
ら、熱による水酸基（ＯＨ）の剥離により、プラズマ処理によって低下したｐＨが高くな
り、改質効果が低下することを見出した。
【００５１】
　図８は、水接触角とビーディングランクとの関係を示すグラフである。
【００５２】
　詳細には、図８は、オフセットコート紙であるＬｕｍｉＡｒｔＧｌｏｓｓ紙を被処理物
２０として用い、水接触角とビーディングランクとの関係を測定した結果である。ビーデ
ィングランクとは、被処理物２０上で隣接するドット（インク滴によるドット）がつなが
るために、ドット間に不規則な隙間や、濃度の増大などが発生し、ドットにより形成され
る画像の画質を損なう現象を、官能評価に於いてランク化したものである。ビーディング
ランクが高いほど、画像品質は良好であるといえる。
【００５３】
　図８に示すように、ビーディングランク４．７５以上の高い画像品質を達成させる為に
は、被処理物２０（ここではオフセットコート紙）表面の水接触角が３０°以下とする必
要がある。なお、このビーディングランクの仕様は、製品毎（処理対象の被処理物２０の
種別や、目的とする印刷物（インクによる画像の形成された被処理物２０）毎）に決めら
れている。
【００５４】
　なお、図８には、水接触角とビーディングランクとの関係を示した結果のグラフを示し
た。上述したように、ビーディングを良好にする為には、被処理物２０の表面のｐＨ値も
関係している。本実施の形態では、被処理物２０に対するプラズマ処理によって与えられ
た改質効果の、熱による影響を問題としている。このため、熱に大きな影響の無いｐＨ値
に関しては、説明を省略する。
【００５５】
　図６～図８に示すように、本発明者らは、プラズマ処理によって被処理物２０に与えら
れた改質効果が、熱の影響によって低下することを見出した。具体的には、被処理物２０
の表面温度が高くなるほど、プラズマ処理によって低くなった水接触角やｐＨ値が上昇す
ることを見出した。
【００５６】
　プラズマ処理を施すための放電時には、熱が発生する。これは、放電時に放電電極１１
とアース電極１４が発熱するためである。従来では、このプラズマ処理時に被処理物２０
に加わる熱の影響についての考慮がなされていなかった。このため、従来では、プラズマ
処理によって被処理物２０に与えた改質効果が、熱によって低下していた。すなわち、プ
ラズマ処理された被処理物２０の表面にインクが吐出されるときには、熱の影響によって
改質効果が低下しており、画質劣化が生じていた。具体的には、従来では、熱の影響によ
って、プラズマ処理によって低下した水接触角が高くなる、プラズマ処理によって低下し
たｐＨが高くなる、などの改質効果の低下が生じていた。
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【００５７】
　そこで、本実施の形態では、プラズマ処理部１０を備えた改質装置は、冷却部を備える
。冷却部は、被処理物にインクが吐出される際の被処理物の表面温度が目標とする水接触
角の範囲となる温度であるように、少なくともプラズマ処理されてからインクを吐出され
るまでの被処理物の表面を冷却する。なお、以下では、目標とする水接触角を、目標水接
触角と称して説明する。
【００５８】
　本実施の形態の改質装置では、このような冷却部を備えた構成とすることによって、プ
ラズマ処理によって低くなった水接触角の上昇を抑制し、改質効果の低下を抑制すること
ができる。また、本実施の形態では、改質効果の低下を抑制することができるので、プラ
ズマ処理された被処理物２０の表面にインクを吐出することにより形成する画像の、画質
劣化を抑制することができる。また、本実施の形態の改質装置では、上記冷却部を備える
ことによって、改質処理された被処理物に吐出されるインクの発色の向上や、濡れ性向上
によるドット拡張や、インク付着量削減の効果も得ることができる。
【００５９】
　次に、本実施の形態に係る印刷システムを具体的に説明する。
【００６０】
　図９は、本実施の形態に係る印刷システム１の概略構成を示す模式図である。印刷シス
テム１は、画像形成装置４０を含む。画像形成装置４０は、貯留部３０と、改質装置１０
０と、記録部１７０と、乾燥部５０と、排出部６０と、を含む。なお、画像形成装置４０
は、少なくとも改質装置１００と、記録部１７０と、を備えた構成であればよい。
【００６１】
　貯留部３０は、処理対象の被処理物２０を貯留する。印刷システム１で扱う被処理物２
０は、予め定めた大きさに切断されたカット紙であってもよいし、ロール紙であってもよ
い。ロール紙は、例えば、切断可能なミシン目が所定間隔で形成された連続紙（連帳紙、
連続帳票）である。この場合、ロール紙におけるページ（頁）とは、例えば所定間隔のミ
シン目で挟まれる領域とする。
【００６２】
　印刷システム１には、複数の搬送ローラが設けられている。搬送ローラは、被処理物２
０に貯留された貯留部３０を順次、搬送経路Ｄに沿って搬送方向Ｘに搬送する。
【００６３】
　改質装置１００は、プラズマ処理部１０、冷却部２２、および制御部３２を含む（詳細
後述）。改質装置１００によってプラズマ処理された被処理物２０は、搬送経路Ｄに沿っ
て搬送方向Ｘに搬送され、記録部１７０に到る。
【００６４】
　記録部１７０は、インクを吐出することによって画像を形成する。記録部１７０は、公
知のインクジェット記録装置である。例えば、記録部１７０は、ブラック（Ｋ）、シアン
（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）及びイエロー（Ｙ）の４色の吐出ヘッドを含む。そして、これら
の各々の吐出ヘッドから、各色（ブラック、シアン、マゼンタ、イエロー）の各々のイン
クを吐出する。なお、記録部１７０は、４色の吐出ヘッドを含む形態に限定されない。記
録部１７０は、１色以上の吐出ヘッドを含む形態であればよい。
【００６５】
　記録部１７０が吐出するインクのインク種は限定されない。例えば、顔料（例えば、約
３ｗｔ％）と、界面活性剤少量と、スチレン・アクリル樹脂（例えば、粒径１００ｎｍ～
３００ｎｍ）（例えば、約５ｗｔ％）と、各種添加剤防腐剤、防かび剤、ｐＨ調整剤、染
料溶解助剤、または酸化防止剤、導電率調整剤、表面張力調整剤、酸素吸収剤などと、を
有機溶媒（例えば、エーテル系およびジオール系溶剤）（例えば、約５０ｗｔ％）に分散
させたものをインクとして用いる。
【００６６】
　なお、スチレン・アクリル樹脂に代えて、アクリル系樹脂、酢酸ビニル系樹脂、スチレ
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ン－ブタジエン系樹脂、塩化ビニル系樹脂、ブタジエン系樹脂、スチレン系樹脂などの疎
水性の樹脂を用いても良い。なお、何れの樹脂についても、分子量が比較的低く、エマル
ジョンを形成することが好ましい。
【００６７】
　また、インクには、ノズルの目詰まりを有効に防止する成分として、グリコール類を添
加することが好ましい。添加するグリコール類としては、例えば、エチレングリコール、
ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレン
グリコール、トリプロピレングリコール、分子量６００以下のポリエチレングリコール、
１，３－プロピレングリコール、イソプロピレングリコール、イソブチレングリコール、
１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６
－ヘキサンジオール、グリセリン、メソエリスリトール、ペンタエリスリトール等がある
。また、他のチオジグリコール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、
１，６－ヘキサンジオール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロ
ピレングリコール、ネオペンチルグリコール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、
トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン等の単体及び混合物等が挙げられる。
【００６８】
　有機溶媒の好ましい例としては、エタノール、メタノール、ブタノール、プロパノール
、イソプロパノール等の炭素数１～４のアルキルアルコール類、エチレングリコールモノ
メチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチ
ルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコール
モノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコール
モノ－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジ
エチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－ブ
チルエーテル、エチレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、ジエチレングリコールモ
ノ－ｔ－ブチルエーテル、１－メチル－１－メトキシブタノール、プロピレングリコール
モノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコール
モノ－ｔ－ブチルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、プロピ
レングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエ
ーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ
－プロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル等のグリ
コールエーテル類、ホルムアミド、アセトアミド、ジメチルスルホキシド、ソルビット、
ソルビタン、アセチン、ジアセチン、トリアセチン、スルホラン、ピロリドン、Ｎ－メチ
ルピロリドン、等が挙げられる。
【００６９】
　また、インクの主成分は、水であってもよい。インクに、有機溶剤やモノマーやオリゴ
マーを使用しない場合、特別な部材でできたインクカートリッジや供給路を選定する必要
が無いので、装置構成の簡略化を図ることができる。
【００７０】
　インクに含まれるこれらの材料の混合比や含まれる成分の種類によって、インク種が定
まる。
【００７１】
　記録部１７０は、改質装置１００（プラズマ処理部１０）より搬送方向Ｘ下流側に配置
されている。このため、記録部１７０は、プラズマ処理された被処理物２０にインクを吐
出可能な位置に配置されている。
【００７２】
　なお、印刷システム１は、記録部１７０の搬送方向Ｘ下流側に、後処理部１８０を更に
設けた構成としてもよい。後処理部１８０は、インクの吐出された被処理物２０に対して
、公知の後処理を行う装置であればよい。
【００７３】
　記録部１７０の搬送方向Ｘ下流側には、乾燥部５０が配置されている。乾燥部５０は、
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被処理物２０に吐出されたインクを乾燥させる。乾燥部５０の搬送方向Ｘ下流側には、排
出部６０が設けられている。排出部６０には、プラズマ処理され、インクを吐出された（
画像形成された）被処理物２０が排出される。
【００７４】
　また、印刷システム１は、印刷システム１の装置各部を制御する制御部３２を含む。な
お、制御部３２は、単一のコンピュータで構成されている必要はなく、複数のコンピュー
タがＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）などのネットワークを介して接続
された構成であってもよい。また、制御部３２は、印刷システム１の各部に個別に設けら
れた制御部を含む構成であってもよい。
【００７５】
　なお、印刷システム１を構成する各部（装置）は、別の筐体で存在させ、全体で印刷シ
ステム１を構成してもよいし、同じ筐体内に納められて印刷システム１を構成してもよい
。
【００７６】
　図１０は、印刷システム１の詳細説明図である。
【００７７】
　図１０に示すように、印刷システム１は、画像形成装置４０、および乾燥部５０を含む
。画像形成装置４０は、記録部１７０および改質装置１００を含む。
【００７８】
　改質装置１００、記録部１７０、および乾燥部５０は、搬送経路Ｄに沿って、搬送方向
Ｘ上流側から下流側に向かってこの順に配置されている。印刷システム１には、被処理物
２０を搬送経路Ｄに沿って搬送する複数の搬送ローラ（搬送ローラ２４、搬送ローラ２６
、搬送ローラ２８など）が設けられている。これらの複数の搬送ローラは、被処理物２０
を搬送経路Ｄに沿って、搬送方向Ｘ上流側から下流側に沿って搬送させる。
【００７９】
　改質装置１００は、プラズマ処理部１０と、冷却部２２と、制御部３２と、を含む。
【００８０】
　プラズマ処理部１０は、被処理物２０の表面が所定の水接触角となるように、被処理物
２０をプラズマ処理する。所定の水接触角とは、プラズマ処理によって実現させる、プラ
ズマ処理直後の被処理物２０表面の水接触角である。所定の水接触角は、例えば、ユーザ
によって予め設定される。
【００８１】
　プラズマ処理部１０は、上述したように（図１参照）、放電電極１１と、アース電極１
４と、誘電体１２と、電圧印加部１５と、を含む。なお、図１でも示したように、放電電
極１１と誘電体１２との間には、隙間が設けられている。プラズマ処理部１０の搬送方向
Ｘ上流側から搬送されてきた被処理物２０が、この放電電極１１と誘電体１２との隙間に
到る事で、被処理物２０の表面がプラズマ処理される。
【００８２】
　なお、図１および図１０には、プラズマ処理として誘電体バリア放電を採用した場合を
例示したが、コロナ放電を採用した場合には、誘電体１２を省略することができる。
【００８３】
　電圧印加部１５は、放電電極１１に放電用（プラズマ処理用）のパルス電圧を印加する
ことで、放電電極１１とアース電極１４との間に大気圧非平衡プラズマ１３を発生させる
。放電電極１１とアース電極１４（誘電体１２）との間に搬送された被処理物２０は、放
電電極１１とアース電極１４（誘電体１２）との間を通る際に、大気圧非平衡プラズマ１
３と接触することで、その表面がプラズマ処理される。
【００８４】
　このプラズマ処理時に与えるプラズマエネルギー量は、電圧印加部１５から放電電極１
１に供給するパルス電圧の周波数、電圧値、電圧を印加する放電電極１１の数、電圧印加
時間、などによって調整される。
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【００８５】
　具体的には、後述する制御部３２が電圧印加部１５を制御することで、プラズマエネル
ギー量を調整する。すなわち、制御部３２は、被処理物２０の表面が所定の水接触角とな
るように、電圧印加部１５を制御することによって、プラズマエネルギー量を調整する。
【００８６】
　例えば、放電電極１１を、複数の放電電極１１（放電電極１１Ａ～放電電極１１Ｅ）で
構成する。そして、電圧印加部１５は、所定の水接触角とするためのプラズマエネルギー
量となるように、必要な数の放電電極１１（放電電極１１Ａ～放電電極１１Ｅ）を駆動、
各放電電極１１（放電電極１１Ａ～放電電極１１Ｅ）に与える電圧値、電圧印加時間など
を調整する。また、改質装置１００に湿度調整機構を設けることでもプラズマ処理の調整
が可能である（特開２０１３－１９９０１７号公報）。ただし、プラズマエネルギー量の
調整方法は、これらに限定されるものではなく、これらを組み合わせた方法や、その他の
方法など、適宜変更することが可能である。
【００８７】
　なお、改質装置１００を、複数の放電電極１１（放電電極１１Ａ～放電電極１１Ｅ）を
備えた構成とすることは、被処理物２０の表面を均一に酸性化する点においても有効であ
る。すなわち、たとえば同じ搬送速度（または印刷速度）とした場合、１つの放電電極１
１でプラズマ処理を行う場合に比べて、複数の放電電極１１を用いてプラズマ処理を行う
場合の方が、被処理物２０がプラズマの空間を通過する時間を長くすることが可能となる
。その結果、より均一に被処理物２０の表面にプラズマ処理を施すことが可能となる。
【００８８】
　なお、図１０（および図１）には、放電電極１１とアース電極１４（誘電体１２）との
間を通過する被処理物２０に対して、放電電極１１が数ミリ程度離間する構成を例示した
。しかし、この構成に限定されない。たとえば、放電電極１１を断面形状が円形のローラ
電極とし、被処理物２０が放電電極１１と誘電体１２（アース電極１４）との間を通過す
る際に被処理物２０と接触して連れ回りする構成としてもよい。また、放電電極１１とし
て、ワイヤー電極や、ブレード電極のように細い電極を用いることも可能である。
【００８９】
　図１０に示す例では、放電電極１１に対向配置されたアース電極１４は、ロール状であ
る場合を示した。
【００９０】
　本実施の形態では、ロール状に構成されたアース電極１４は、図示を省略する搬送機構
により、搬送方向Ｘに沿って回転可能に設けられている。このため、プラズマ処理部１０
より搬送方向Ｘ上流側から搬送方向Ｘに沿って搬送され、放電電極１１とアース電極１４
との間の領域に到った被処理物２０は、プラズマ処理されながらアース電極１４の回転に
よって搬送され、プラズマ処理部１０の搬送方向Ｘ下流側に排出される。
【００９１】
　本実施の形態では、プラズマ処理部１０は、第１領域Ｐ１、第２領域Ｐ２、および第３
領域Ｐ３を覆う第１筐体４２内に配置されている。
【００９２】
　第１領域Ｐ１は、被処理物２０の搬送経路Ｄにおける、プラズマ処理部１０より被処理
物２０の搬送方向Ｘ上流側の領域である。第２領域Ｐ２は、搬送経路Ｄにおける、プラズ
マ処理部１０によってプラズマ処理される領域である。すなわち、第２領域Ｐ２は、放電
電極１１とアース電極１４（誘電体１２）との間の領域である。第３領域Ｐ３は、搬送経
路Ｄにおける、プラズマ処理部１０より被処理物２０の搬送方向Ｘ下流側で、且つ、記録
部１７０によってインクを吐出される前までの領域である。
【００９３】
　このため、第１筐体４２は、第１領域Ｐ１、第２領域Ｐ２、および第３領域Ｐ３を覆い
、且つ、内側にプラズマ処理部１０を配置する。
【００９４】
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　第１筐体４２の内側には、更に、第３筐体４３、第２筐体４１、および第４筐体４４が
設けられている。第３筐体４３は、プラズマ処理部１０の外側から、放電電極１１および
第２領域Ｐ２を覆うように設けられている。第２筐体４１は、ロール状のアース電極１４
の外周面における、放電電極１１の反対側の領域を覆うように設けられている。第４筐体
４４は、放電電極１１による放電によって発生した活性種（酸素ラジカル等）を逃がさな
い機能を備えており、被処理物２０の改質効果に影響を与える。第３筐体４３は、放電電
極１１から発せられる電磁波のシールドや、放電によって生じたオゾン等が外部へ流出す
ることを抑制する。
【００９５】
　なお、これらの第１筐体４２、第２筐体４１、第３筐体４３、および第４筐体４４の各
々は、搬送経路Ｄにおける被処理物２０の搬送を妨げない位置に配置されている。
【００９６】
　また、プラズマ処理部１０には、オゾン処理部３４が設けられている。オゾン処理部３
４は、第３筐体４３の外部に配置されている。オゾン処理部３４は、第１筐体４２および
第３筐体４３を貫通する孔部（図示省略）を介して、第３筐体４３の内部に連通されてい
る。オゾン処理部３４は、プラズマ処理部１０におけるプラズマ処理により発生したオゾ
ンを処理する。オゾン処理部３４は、オゾンを無害な状態にして外気中へ排出する機構で
あればよい。オゾン処理部３４には、例えば、公知のオゾン処理装置を用いる。
【００９７】
　冷却部２２は、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の表面温度が目標
水接触角の範囲となる温度であるように、少なくともプラズマ処理されてからインクを吐
出されるまでの被処理物２０の表面を冷却する。目標水接触角は、インク吐出直前のタイ
ミングにおける、被処理物２０の目標とする水接触角である。目標水接触角は、ユーザに
よって予め設定される。目標水接触角は、上記所定の水接触角以下の値である。すなわち
、冷却部２２は、少なくとも、プラズマ処理部１０によってプラズマ処理されてから、記
録部１７０によってインクを吐出されるまでの期間の被処理物２０を冷却することによっ
て、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の表面温度が目標水接触角の範
囲温度となるように、冷却する。なお、目標水接触角の範囲温度とは、被処理物２０の表
面が目標水接触角を維持可能な温度の範囲を示す。
【００９８】
　冷却部２２は、被処理物２０を直接、または、被処理物２０に接触する部材や空気を冷
却することで、被処理物２０を冷却する。
【００９９】
　本実施の形態では、冷却部２２は、第１筐体４２内の空気を冷却することで、第１領域
Ｐ１、第２領域Ｐ２、および第３領域Ｐ３の少なくとも１箇所を冷却する。これによって
、冷却部２２は、少なくともプラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物
２０の表面を冷却する。
【０１００】
　具体的には、冷却部２２は、制御部３２によって冷却能力を調整される（詳細後述）。
制御部３２による冷却能力の調整により、冷却部２２は、被処理物２０にインクが吐出さ
れる際の被処理物２０の表面温度が目標水接触角の範囲となる温度であるように、少なく
ともプラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面を冷却する。
【０１０１】
　本実施の形態では、冷却部２２は、第１冷却部２２Ａと、第２冷却部２２Ｂと、第３冷
却部２２Ｃと、を含む。なお、冷却部２２は、第１冷却部２２Ａと、第２冷却部２２Ｂと
、第３冷却部２２Ｃと、の少なくとも１つを含む構成であればよい。
【０１０２】
　第１冷却部２２Ａは、第１領域Ｐ１および第３領域Ｐ３を冷却する。第１冷却部２２Ａ
は、第１筐体４２に設けられえた孔部（図示省略）を介して第１筐体４２内に連通されて
おり、第１筐体４２内の空気を冷却する。これによって、第１冷却部２２Ａは、第１筐体
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４２内の領域である、第１領域Ｐ１および第３領域Ｐ３を冷却する。第１冷却部２２Ａは
、第１筐体４２内の空気を冷却可能な装置であればよい。
【０１０３】
　なお、第１筐体４２内に設けられた、第３筐体４３および第２筐体４１は、放電電極１
１とアース電極１４との間の領域（被処理物２０をプラズマ処理する領域）に、第１領域
Ｐ１内の空気が直接流れ込む事を抑制する構成となっている。このため、プラズマ処理す
る領域に、該領域外から空気が流れ込むことによる、プラズマ処理のばらつき等を抑制す
ることができる。
【０１０４】
　第２冷却部２２Ｂは、アース電極１４を内側から冷却することによって、第２領域Ｐ２
を冷却する。例えば、第２冷却部２２Ｂは、アース電極１４の中央部に棒状の冷却機構を
配置した構成であり、アース電極１４を内側から冷却する。なお、第２冷却部２２Ｂは、
アース電極１４を内側から冷却可能な構成であればよく、その構成は限定されない。例え
ば、第２冷却部２２Ｂは、空冷方式、油冷方式、の何れであってもよい。
【０１０５】
　このように、第２冷却部２２Ｂは、第２領域Ｐ２に直接冷却した空気を流すのではなく
、アース電極１４を内側から冷却することで、第２領域Ｐ２を冷却する。このため、第２
冷却部２２Ｂは、第２領域Ｐ２、すなわちプラズマ処理される領域に、領域外から空気が
流れ込むことによる、プラズマ処理のばらつきを抑制しつつ、第２領域Ｐ２を冷却するこ
とができる。また、第２冷却部２２Ｂは、アース電極１４を冷却することで、プラズマ処
理中の被処理物２０を冷却することができ、被処理物２０の温度上昇を抑制することがで
きる。
【０１０６】
　第３冷却部２２Ｃはアース電極１４を外側から冷却することによって、第２領域Ｐ２を
冷却する。本実施の形態では、第３冷却部２２Ｃは、アース電極１４の外側の第２筐体４
１によって囲まれた領域内の空気を冷却する。すなわち、第３冷却部２２Ｃは、アース電
極１４の外周面の、放電電極１１とは反対側の領域の空気を冷却する。なお、第３冷却部
２２Ｃは、アース電極１４を外側から冷却可能な構成であればよく、その構成は限定され
ない。
【０１０７】
　このように、第３冷却部２２Ｃは、第２領域Ｐ２に直接冷却した空気を流すのではなく
、アース電極１４を外側（且つ、放電電極１１とは反対側）から冷却することで、第２領
域Ｐ２を冷却する。このため、第３冷却部２２Ｃは、第２領域Ｐ２、すなわちプラズマ処
理される領域に、領域外から空気が流れ込むことによる、プラズマ処理のばらつきを抑制
しつつ、第２領域Ｐ２を冷却することができる。また、第３冷却部２２Ｃは、アース電極
１４を冷却することで、プラズマ処理中の被処理物２０を冷却することができ、被処理物
２０の温度上昇を抑制することができる。
【０１０８】
　すなわち、第３冷却部２２Ｃおよび第２冷却部２２Ｂは、プラズマ処理によって発生す
る熱によるアース電極１４の温度上昇を抑制し、アース電極１４と放電電極１１との間を
搬送される被処理物２０の温度上昇を抑制する機能を有する。
【０１０９】
　これらの第１冷却部２２Ａ、第２冷却部２２Ｂ、および第２冷却部２２Ｂの各々の冷却
能力や、何れの冷却部２２（第１冷却部２２Ａ、第２冷却部２２Ｂ、第３冷却部２２Ｃ）
を駆動させるかは、制御部３２による制御によって調整される。
【０１１０】
　また、改質装置１００は、検出部３６を備える。検出部３６は、搬送経路Ｄを搬送され
る被処理物２０の表面温度を検出する。検出部３６は、被処理物２０の表面温度を検出可
能な装置であればよい。なお、検出部３６は、非接触で被処理物２０の表面温度を検出可
能な公知の装置を用いることが好ましい。また、検出部３６は、被処理物２０におけるプ
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ラズマ処理された側の表面を検出可能な位置に設けられ、且つ、非接触で被処理物２０の
表面温度を検出可能であることが好ましい。
【０１１１】
　検出部３６の、搬送経路Ｄにおける位置は、搬送経路Ｄにおける、記録部１７０より被
処理物２０の搬送方向Ｘ上流側であればよい。なお、検出部３６の位置は、搬送経路Ｄに
おける、記録部１７０より被処理物２０の搬送方向Ｘ上流側で、且つ、プラズマ処理部１
０より搬送方向Ｘ下流側であることが好ましい。また、検出部３６の位置は、搬送経路Ｄ
における、記録部１７０より被処理物２０の搬送方向Ｘ上流側で、プラズマ処理部１０よ
り搬送方向Ｘ下流側であり、且つ、プラズマ処理部１０によるプラズマ処理直後の被処理
物２０の表面温度を検出可能な位置であることが特に好ましい。プラズマ処理部１０によ
るプラズマ処理直後の被処理物２０の表面温度を検出可能な位置とは、具体的には、搬送
経路Ｄにおける、放電電極１１とアース電極１４との対向領域に連続する、該対向領域よ
り搬送方向Ｘ下流側の位置、または、該位置に最も近く、且つ検出部３６を設置可能な位
置である。
【０１１２】
　プラズマ処理部１０によってプラズマ処理され、冷却部２２によって冷却された被処理
物２０は、複数の搬送ローラ（搬送ローラ２４など）によって搬送され、記録部１７０へ
至る。
【０１１３】
　記録部１７０に搬送された被処理物２０のプラズマ処理された側の表面には、記録部１
７０によってインクが吐出される。インクが吐出されることによって、被処理物２０に画
像が形成される。画像形成された被処理物２０は、搬送ローラ２８および搬送ローラ２６
によって内側から支持されて搬送される搬送ベルト２９によって搬送され、乾燥部５０へ
到達する。乾燥部５０に到達した被処理物２０は、乾燥部５０によって表面を乾燥された
後に、排出部６０（図１０では図示省略）へ排出される。
【０１１４】
　次に、制御部３２について説明する。
【０１１５】
　図１１は、制御部３２の機能ブロック図である。制御部３２は、取得部３２Ａと、調整
部３２Ｂと、記録制御部３２Ｅと、を含む。調整部３２Ｂは、プラズマ制御部３２Ｃと、
冷却制御部３２Ｄと、を含む。取得部３２Ａ、プラズマ制御部３２Ｃ、冷却制御部３２Ｄ
、および記録制御部３２Ｅの一部またはすべては、例えば、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐ
ｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）などの処理装置にプログラムを実行させること、すなわ
ち、ソフトウェアにより実現してもよいし、ＩＣ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉ
ｔ）などのハードウェアにより実現してもよいし、ソフトウェアおよびハードウェアを併
用して実現してもよい。
【０１１６】
　本実施の形態では、制御部３２は、画像形成装置４０を制御するものとして説明する。
しかし、制御部３２は、改質装置１００を制御するための制御部と、記録部１７０を制御
するための制御部と、画像形成装置４０に設けられた他の構成部の各々を制御するための
制御部と、を別体として含む構成であってもよい。この場合、改質装置１００を制御する
ための制御部は、少なくとも、後述する取得部３２Ａおよび調整部３２Ｂを含んだ構成で
あればよい。
【０１１７】
　取得部３２Ａは、プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表
面温度を取得する。本実施の形態では、検出部３６で検出された表面温度を、被処理物２
０の表面温度として取得する。
【０１１８】
　なお、本実施の形態では、検出部３６は、プラズマ処理部１０より搬送方向Ｘ下流側で
、且つ記録部１７０より搬送方向Ｘ上流側に設けられている場合を説明する（図１０参照
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）。この場合、取得部３２Ａは、検出部３６で検出された表面温度を、プラズマ処理され
てからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面温度として取得する。
【０１１９】
　しかし、検出部３６は、プラズマ処理部１０より搬送方向Ｘ下流側で、且つ記録部１７
０より搬送方向Ｘ上流側に設けられた構成に限定されない。検出部３６は、例えば、放電
電極１１より搬送方向Ｘ上流側に配置されていてもよい。この場合、取得部３２Ａは、検
出部３６の設けられた位置で検出される被処理物２０の表面温度と、取得部３２Ａが取得
する対象の、プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面温度
と、の相関を示す相関情報を予め記憶する。そして、取得部３２Ａは、検出部３６から取
得した表面温度と、相関情報と、を用いて、プラズマ処理されてからインクを吐出される
までの被処理物２０の表面温度を算出することで、該表面温度を取得してもよい。
【０１２０】
　調整部３２Ｂは、取得部３２Ａで取得した表面温度に基づいて、少なくともプラズマ処
理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面が目標水接触角を維持するよ
うに、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量、および冷却部２２の冷却能力の少な
くとも一方を調整する。
【０１２１】
　また、調整部３２Ｂは、被処理物２０の種類、被処理物２０に吐出されるインクのイン
ク種の少なくとも一方と、取得部３２Ａで取得した表面温度と、に基づいて、少なくとも
プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面が目標水接触角を
維持するように、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量、および冷却部２２の冷却
能力の少なくとも一方を調整することが好ましい。
【０１２２】
　本実施の形態では、一例として、調整部３２Ｂが、取得部３２Ａで取得した表面温度に
基づいて、少なくともプラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の
表面が目標水接触角を維持するように、冷却部２２の冷却能力を調整する場合を説明する
。
【０１２３】
　調整部３２Ｂは、プラズマ制御部３２Ｃと、冷却制御部３２Ｄと、を含む。
【０１２４】
　プラズマ制御部３２Ｃは、被処理物２０の表面を、所定の水接触角とするためのプラズ
マエネルギー量となるように、プラズマ処理部１０を調整する。具体的には、プラズマ制
御部３２Ｃは、上述したように、所定の水接触角とするためのプラズマエネルギー量とな
るように、プラズマ処理部１０の電圧印加部１５に印加する電圧値、電圧印加時間、駆動
する放電電極１１の数などを調整する。
【０１２５】
　まず、プラズマ制御部３２Ｃは、被処理物２０の表面を、所定の水接触角とするための
プラズマエネルギー量を算出する。所定の水接触角は、処理対象の被処理物２０ごとに定
められていてもよいし、形成対象の画像の画像データを含む印刷データから取得してもよ
い。例えば、印刷データを、形成対象の画像の画像データと、所定の水接触角および目標
水接触角を含む設定情報と、を含んだ構成とする。そして、プラズマ制御部３２Ｃは、設
定情報を読取ることで、所定の水接触角を読取ればよい。
【０１２６】
　例えば、記憶部３８に、水接触角と、水接触角を実現するために必要なプラズマエネル
ギー量と、を対応づけた第１情報を予め記憶する。この第１情報は、印刷システム１を用
いて予め測定し、予め対応づけて記憶しておけばよい。そして、プラズマ制御部３２Ｃは
、読取った所定の水接触角に対応するプラズマエネルギー量を第１情報から読みとること
で、所定の水接触角とするためのプラズマエネルギー量を算出すればよい。
【０１２７】
　そして、プラズマ制御部３２Ｃは、算出したプラズマエネルギー量を実現するように、
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電圧印加部１５から放電電極１１へ印加する電圧値、電圧印加時間、駆動する放電電極１
１の数などを調整すればよい。
【０１２８】
　なお、プラズマ制御部３２Ｃは、被処理物２０の種類、被処理物２０の吐出するインク
種の少なくとも１つに応じて、所定の水接触角を実現するために必要なプラズマエネルギ
ー量を算出してもよい。
【０１２９】
　この場合には、例えば、記憶部３８に、水接触角と、被処理物２０の種類と、インク種
と、対応する種類の被処理物２０およびインク種を用いる場合に対応する水接触角を実現
するために必要なプラズマエネルギー量と、を対応づけた第２情報を予め記憶すればよい
。そして、プラズマ制御部３２Ｃは、読取った所定の水接触角と、処理対象の被処理物２
０の種類と、インク種と、に対応するプラズマエネルギー量を第２情報から読取ることに
よって、プラズマエネルギー量を算出すればよい。
【０１３０】
　なお、この場合、印刷データに含まれる設定情報を、所定の水接触角と、目標水接触角
と、処理対象の被処理物２０の種類と、インク種と、を含む構成とすればよい。そして、
プラズマ制御部３２Ｃは、印刷データに含まれる設定情報に含まれる、所定の水接触角と
、被処理物２０の種類と、インク種と、に対応するプラズマエネルギー量を第２情報から
読取ればよい。
【０１３１】
　冷却制御部３２Ｄは、冷却部２２の冷却能力を調整する。本実施の形態では、冷却制御
部３２Ｄは、取得部３２Ａで取得した表面温度に基づいて、被処理物２０にインクが吐出
される際に目標水接触角の範囲となる温度であるように、少なくともプラズマ処理されて
からインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面を冷却するための、冷却部２２の冷却
能力を調整する。
【０１３２】
　冷却制御部３２Ｄは、冷却部２２を構成する、第１冷却部２２Ａ、第２冷却部２２Ｂ、
第３冷却部２２Ｃの少なくとも１つの冷却能力を調整することで、被処理物２０にインク
が吐出される際の被処理物２０の表面温度が目標水接触角の範囲となる温度であるように
、冷却部２２の冷却能力を調整する。
【０１３３】
　例えば、冷却部２２が、駆動電圧が高くなるほど、また、電圧印加時間が長いほど、冷
却能力（すなわち、より低温とする能力）が大きくなる構成であるとする。この場合、冷
却制御部３２Ｄは、冷却部２２に印加する駆動電圧および電圧印加時間の少なくとも一方
を調整することで、冷却能力を調整する。
【０１３４】
　例えば、記憶部３８に、目標水接触角と、目標水接触角の範囲温度（被処理物２０の表
面温度）と、対応する表面温度（範囲温度）を実現するために必要な冷却部２２の冷却能
力と、を対応づけた第３情報を予め記憶する。冷却能力は、上述したように、第１冷却部
２２Ａ、第２冷却部２２Ｂ、第３冷却部２２Ｃの内、駆動する冷却部２２の識別情報、各
第１冷却部２２Ａ、第２冷却部２２Ｂ、第３冷却部２２Ｃの各々に印加する駆動電圧およ
び電圧印加時間の少なくとも一方によって示される。なお、冷却能力は、冷却部２２の冷
却能力を制御可能な情報であればよく、これら以外の制御情報を含んでいてもよい。
【０１３５】
　そして、冷却制御部３２Ｄは、印刷データに含まれる設定情報から目標水接触角を読取
り、取得部３２Ａから表面温度を取得する。そして、冷却制御部３２Ｄは、読取った目標
水接触角および取得した表面温度（目標水接触角の範囲温度）に対応する冷却能力を、第
３情報から読取る。そして、冷却制御部３２Ｄは、読取った冷却能力となるように、冷却
部２２の冷却能力を調整する。
【０１３６】
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　なお、冷却制御部３２Ｄは、目標水接触角と、取得した表面温度と、被処理物２０の種
類および被処理物２０の吐出するインク種の少なくとも一方と、に応じて、冷却部２２の
冷却能力を算出してもよい。
【０１３７】
　この場合には、例えば、記憶部３８に、目標水接触角と、目標水接触角の範囲温度（被
処理物２０の表面温度）と、被処理物２０の種類と、インク種と、対応する表面温度（範
囲温度）の対応する種類の被処理物２０およびインク種を用いる場合に、対応する目標水
接触角を実現するために必要な冷却能力と、を対応づけた第４情報を予め記憶すればよい
。そして、冷却制御部３２Ｄは、取得部３２Ａで取得した表面温度と、目標水接触角と、
処理対象の被処理物２０の種類と、インク種と、に対応する冷却能力を第４情報から読取
ることによって、冷却能力を算出すればよい。
【０１３８】
　なお、この場合、印刷データに含まれる設定情報を、所定の水接触角と、目標水接触角
と、処理対象の被処理物２０の種類と、インク種と、を含む構成とすればよい。そして、
冷却制御部３２Ｄは、印刷データに含まれる設定情報に含まれる、目標水接触角と、被処
理物２０の種類と、インク種と、取得部３２Ａで取得した表面温度と、に対応する冷却能
力を、第４情報から読取ればよい。
【０１３９】
　なお、冷却制御部３２Ｄは、取得部３２Ａで取得した表面温度が高いほど、冷却能力が
高くなるように、冷却部２２の冷却能力を調整する。このため、第３情報および第４情報
に含まれる、表面温度と冷却能力との関係は、表面温度が高いほど、冷却能力が高く（す
なわち、より低温となるように冷却）なるように、予め対応づけられていればよい。
【０１４０】
　記録制御部３２Ｅは、印刷データに含まれる画像データの画像を形成するように、記録
部１７０を制御する。
【０１４１】
　次に、画像形成装置４０で実行する画像形成処理の手順を説明する。画像形成処理は、
プラズマ処理、冷却処理、インク吐出による記録処理、を含む。
【０１４２】
　図１２は、画像形成装置４０が実行する画像形成処理の手順を示すフローチャートであ
る。
【０１４３】
　まず、制御部３２が、外部装置などから印刷データを受信する（ステップＳ１００）。
次に、制御部３２は、受信した印刷データを、記憶部３８に記憶する（ステップＳ１０２
）。
【０１４４】
　次に、調整部３２Ｂが、所定の水接触角、および目標水接触角を取得する（ステップＳ
１０４）。調整部３２Ｂは、ステップＳ１００で受信した印刷データに含まれる設定情報
から、所定の水接触角、および目標水接触角を読取ることによって、所定の水接触角、お
よび目標水接触角を取得する。
【０１４５】
　次に、調整部３２Ｂが被処理物２０の種類を取得する（ステップＳ１０６）。調整部３
２Ｂは、ステップＳ１００で受信した印刷データに含まれる設定情報から、被処理物２０
の種類を読取ることによって、被処理物２０の種類を取得する。
【０１４６】
　次に、調整部３２Ｂがインク種を取得する（ステップＳ１０８）。調整部３２Ｂは、ス
テップＳ１００で受信した印刷データに含まれる設定情報から、インク種を読取ることに
よって、インク種を取得する。
【０１４７】
　次に、プラズマ制御部３２Ｃが、ステップＳ１０４で取得した所定の水接触角を実現す
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るための、プラズマエネルギー量を算出する（ステップＳ１１０）。なお、上述したよう
に、プラズマ制御部３２Ｃは、ステップＳ１０４で取得した所定の水接触角、ステップＳ
１０６で取得した被処理物２０の種類、及びステップＳ１０８で取得したインク種に応じ
て、プラズマエネルギー量を算出してもよい。
【０１４８】
　次に、冷却制御部３２Ｄが、初期値としての冷却能力を算出する（ステップＳ１１２）
。ステップＳ１１２では、例えば、冷却制御部３２Ｄは、ステップＳ１０４で取得した目
標水接触角と、予め定めた基準温度の表面温度と、に対応する冷却能力を算出する。基準
温度は、例えば、プラズマ処理部１０がプラズマ処理を行ったときの、放電電極１１とア
ース電極１４との間の領域の温度の予測値を予め設定し、この予測値を基準温度として予
め設定すればよい。なお、この基準温度は、ユーザによる図示を省略する入力部等の操作
によって、適宜変更可能であるとする。
【０１４９】
　なお、冷却制御部３２Ｄは、ステップＳ１０４で取得した目標水接触角、ステップＳ１
０６で取得した被処理物２０の種類、ステップＳ１０８で取得したインク種、および基準
温度としての表面温度に対応する冷却能力を算出してもよい。
【０１５０】
　次に、冷却制御部３２Ｄが、ステップＳ１１２で算出した冷却能力となるように、冷却
部２２を制御する。これによって、冷却部２２が冷却を開始する（ステップＳ１１４）。
【０１５１】
　次に、プラズマ制御部３２Ｃが、ステップＳ１１０で算出したプラズマエネルギー量と
なるように、プラズマ処理部１０を調整する。これによって、プラズマ処理部１０は、ス
テップＳ１１０で算出したプラズマエネルギー量、すなわち、ステップＳ１０４で取得し
た目標水接触角を実現するためのプラズマエネルギー量で被処理物２０をプラズマ処理す
る（ステップＳ１１６）。
【０１５２】
　次に、取得部３２Ａが、プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２
０の表面温度を取得する（ステップＳ１１８）。例えば、取得部３２Ａは、検出部３６で
検出された表面温度を、プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０
の表面温度として取得する。
【０１５３】
　次に、冷却制御部３２Ｄが、ステップＳ１１８で取得した表面温度と、ステップＳ１０
４で取得した目標水接触角と、に対応する冷却能力を算出する。そして、冷却制御部３２
Ｄは、算出した冷却能力で冷却するように、冷却部２２を調整する（ステップＳ１２０）
。ステップＳ１２０の処理によって、冷却制御部３２Ｄは、取得部３２Ａで取得した表面
温度に基づいて、冷却部２２の冷却能力を調整する。
【０１５４】
　なお、上述したように、冷却制御部３２Ｄは、ステップＳ１１８で取得した表面温度と
、ステップＳ１０４で取得した目標水接触角と、ステップＳ１０６で取得した被処理物２
０の種類と、ステップＳ１０８で取得したインク種と、に対応する冷却能力を算出し、冷
却部２２を調整してもよい。
【０１５５】
　ステップＳ１１８～ステップＳ１２０の処理によって、プラズマ処理部１０によってプ
ラズマ処理された被処理物２０は、少なくとも、搬送経路Ｄに沿って記録部１７０へ搬送
されるまでの期間、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の表面温度が目
標とする水接触角の範囲となる温度であるように、冷却される。このため、プラズマ処理
による改質効果の低下が抑制される。
【０１５６】
　そして、記録制御部３２Ｅが、ステップＳ１００で受信した印刷データに含まれる、画
像データによって示される各画素の濃度値に応じたインク滴を対応する位置に吐出するよ
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うに、記録部１７０を制御する（ステップＳ１２２）。
【０１５７】
　そして、制御部３２は、印刷データに含まれる画像データの画像の形成が終了するまで
（ステップＳ１２４：Ｙｅｓ）、ステップＳ１１６～ステップＳ１２２の処理を繰り返し
実行する（ステップＳ１２４：Ｎｏ）。そして、ステップＳ１２４で肯定判断すると（ス
テップＳ１２４：Ｙｅｓ）、本ルーチンを終了する。
【０１５８】
　以上説明したように、本実施の形態の改質装置１００は、プラズマ処理部１０と、冷却
部２２と、を備える。プラズマ処理部１０は、被処理物２０の表面が所定の水接触角とな
るように被処理物２０をプラズマ処理する。冷却部２２は、被処理物２０にインクが吐出
される際の被処理物２０の表面温度が目標とする水接触角（目標水接触角）の範囲となる
温度であるように、少なくともプラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理
物２０の表面を冷却する。
【０１５９】
　このように、冷却部２２を備えた構成とすることによって、本実施の形態の改質装置１
００では、プラズマ処理によって低くなった水接触角の上昇を抑制することができる。
【０１６０】
　従って、本実施の形態の改質装置１００は、改質効果の低下を抑制することができる。
【０１６１】
　また、本実施の形態では、改質効果の低下を抑制することができるので、プラズマ処理
された被処理物２０の表面にインクを吐出することにより形成する画像の、画質劣化を抑
制することができる。
【０１６２】
　また、本実施の形態の改質装置１００では、上述のように、冷却部２２を備えた構成で
ある。このため、記録部１７０における、インクを吐出するノズルの乾燥を抑制すること
も可能である。
【０１６３】
　また、冷却部２２は、被処理物２０の搬送経路Ｄにおける、第１領域Ｐ１、第２領域Ｐ
２、および第３領域Ｐ３の少なくとも１箇所を冷却することによって、少なくともプラズ
マ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面を冷却することが好まし
い。
【０１６４】
　第１領域Ｐ１は、搬送経路Ｄにおける、プラズマ処理部１０より被処理物２０の搬送方
向Ｘ上流側の領域である。第２領域Ｐ２は、搬送経路Ｄにおける、プラズマ処理部１０に
より被処理物２０がプラズマ処理される領域である。第３領域Ｐ３は、搬送経路Ｄにおけ
る、プラズマ処理部１０より被処理物２０の搬送方向Ｘ下流側で且つインクを吐出される
前までの領域である。
【０１６５】
　また、プラズマ処理部１０は、放電電極１１と、アース電極１４と、電圧印加部１５と
、を備えた構成であることが好ましい。放電電極１１は、被処理物２０に放電する。アー
ス電極１４は、放電電極１１に対向配置されている。電圧印加部１５は、放電電極１１と
アース電極１４とに電圧を印加する。冷却部２２は、第１冷却部２２Ａ、第２冷却部２２
Ｂ、および第３冷却部２２Ｃの少なくとも１つを含む。第１冷却部２２Ａは、第１領域Ｐ
１および第３領域Ｐ３を冷却する。第２冷却部２２Ｂは、アース電極１４を内側から冷却
することによって第２領域Ｐ２を冷却する。第３冷却部２２Ｃは、アース電極１４を外側
から冷却することによって第２領域Ｐ２を冷却する。
【０１６６】
　また、改質装置１００は、取得部３２Ａと、調整部３２Ｂと、をさらに備えた構成であ
ることが好ましい。取得部３２Ａは、プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの
被処理物２０の表面温度を取得する。調整部３２Ｂは、取得部３２Ａで取得した表面温度
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に基づいて、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量、および冷却部２２の冷却能力
の少なくとも一方を調整する。
【０１６７】
　また、調整部３２Ｂは、被処理物２０の種類、被処理物２０に吐出されるインクのイン
ク種の少なくとも一方と、取得した表面温度と、に基づいて、プラズマ処理部１０のプラ
ズマエネルギー量、および冷却部２２の冷却能力の少なくとも一方を調整することが好ま
しい。
【０１６８】
　また、調整部３２Ｂは、取得した表面温度が高いほど、冷却能力が高くなるように、冷
却部２２の冷却能力を調整することが好ましい。
【０１６９】
　また、改質装置１００は、さらに、検出部３６を備えることが好ましい。検出部３６は
、被処理物２０の搬送経路Ｄにおける、被処理物２０にインクを吐出する記録部１７０よ
り、被処理物２０の搬送方向Ｘ上流側に設けられ、搬送経路Ｄを搬送される被処理物２０
の表面温度を検出する。記録部１７０は、プラズマ処理部１０より被処理物２０の搬送方
向Ｘ下流側に設けられ、被処理物２０にインクを吐出する。取得部３２Ａは、検出部３６
によって検出された表面温度に応じて、プラズマ処理されてからインクを吐出されるまで
の被処理物２０の表面温度を取得する。
【０１７０】
　また、検出部３６は、搬送経路Ｄにおける、記録部１７０より被処理物２０の搬送方向
Ｘ上流側で、且つ、プラズマ処理部１０より被処理物２０の搬送方向Ｘ下流側に配置され
ていることが好ましい。
【０１７１】
　また、検出部３６は、搬送経路Ｄにおける、記録部１７０より被処理物２０の搬送方向
Ｘ上流側であって、プラズマ処理部１０より被処理物２０の搬送方向Ｘ下流側で、且つ、
プラズマ処理部１０によってプラズマ処理された直後の被処理物２０の表面温度を検出可
能な位置に配置されていることが好ましい。
【０１７２】
　なお、本実施の形態では、改質装置１００は、検出部３６を備えた構成である場合を説
明した。しかし、改質装置１００は、検出部３６を備えない構成であってもよい。この場
合には、冷却部２２は、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の表面温度
が目標水接触角の予め定めた範囲温度を保つように、少なくともプラズマ処理されてから
インクを吐出されるまでの被処理物２０の表面を冷却するよう、予め冷却能力を設定すれ
ばよい。そして冷却部２２は、予め設定されたこの冷却能力で被処理部２０を冷却すれば
よい。
【０１７３】
　この場合、例えば、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギーごとに、冷却部２２によ
る冷却能力を予め設定する。この冷却能力は、対応するプラズマエネルギーでプラズマ処
理されたときに、少なくともプラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物
２０の表面が目標水接触角を維持するように、少なくともプラズマ処理されてからインク
を吐出されるまでの被処理物２０の表面を冷却可能な冷却能力であればよい。そして、調
整部３２Ｂは、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギーに対応する冷却能力となるよう
に、冷却部２２の冷却能力を調整すればよい。
【０１７４】
　なお、本実施の形態では、印刷システム１（および画像形成装置４０）は、１つの改質
装置１００を備えた構成を説明したが、複数の改質装置１００を備えた構成であってもよ
い。また、印刷システム１は、両面印刷に対応可能な構成としてもよい。
【０１７５】
（第２の実施の形態）
　上記実施の形態では、印刷システム１（および画像形成装置４０）は、一例として、取
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得部３２Ａで取得した表面温度に基づいて、冷却部２２の冷却能力を調整する場合を説明
した。
【０１７６】
　しかし、印刷システム（および画像形成装置）は、取得部３２Ａで取得した表面温度に
基づいて、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量、および冷却部２２の冷却能力の
少なくとも一方を調整すればよい。
【０１７７】
　本実施の形態では、印刷システム（および画像形成装置）が、取得部３２Ａで取得した
表面温度に基づいて、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量、および冷却部２２の
冷却能力の双方を調整する場合を説明する。
【０１７８】
　図９および図１０は、本実施の形態の印刷システム１Ｂの模式図である。なお、印刷シ
ステム１Ｂは、画像形成装置４０に代えて、画像形成装置４０Ｂを備えた以外は、印刷シ
ステム１と同じ構成である。
【０１７９】
　画像形成装置４０Ｂは、改質装置１００Ｂと、記録部１７０と、を備える。改質装置１
００Ｂは、プラズマ処理部１０と、冷却部２２と、制御部３３と、を備える。画像形成装
置４０Ｂは、改質装置１００に代えて改質装置１００Ｂを備えた以外は、画像形成装置４
０と同じ構成である。また、改質装置１００Ｂは、制御部３２に代えて制御部３３を備え
た以外は、改質装置１００と同じ構成である。
【０１８０】
　なお、本実施の形態では、制御部３３は、画像形成装置４０Ｂを制御するものとして説
明する。しかし、制御部３３は、改質装置１００Ｂを制御するための制御部と、記録部１
７０を制御するための制御部と、画像形成装置４０Ｂに設けられた他の構成部の各々を制
御するための制御部と、を別体とした構成であってもよい。
【０１８１】
　図１３は、制御部３３の機能ブロック図である。制御部３３は、取得部３２Ａと、調整
部３３Ｂと、記録制御部３２Ｅと、を含む。取得部３２Ａと、記録制御部３２Ｅは、第１
の実施の形態と同様である。調整部３３Ｂは、プラズマ制御部３３Ｃと、冷却制御部３３
Ｄと、を含む。
【０１８２】
　取得部３２Ａ、プラズマ制御部３３Ｃ、冷却制御部３３Ｄ、および記録制御部３２Ｅの
一部またはすべては、例えば、ＣＰＵなどの処理装置にプログラムを実行させること、す
なわち、ソフトウェアにより実現してもよいし、ＩＣなどのハードウェアにより実現して
もよいし、ソフトウェアおよびハードウェアを併用して実現してもよい。
【０１８３】
　調整部３３Ｂは、取得部３２Ａで取得した表面温度に基づいて、少なくともプラズマ処
理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面が目標水接触角を維持するよ
うに、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量、および冷却部２２の冷却能力の双方
を調整する。
【０１８４】
　また、調整部３３Ｂは、被処理物２０の種類、被処理物２０に吐出されるインクのイン
ク種の少なくとも一方と、取得部３２Ａで取得した表面温度と、に基づいて、プラズマ処
理部１０のプラズマエネルギー量、および冷却部２２の冷却能力の双方を調整することが
好ましい。
【０１８５】
　調整部３３Ｂは、プラズマ制御部３３Ｃと、冷却制御部３３Ｄと、を含む。
【０１８６】
　プラズマ制御部３３Ｃは、被処理物２０の表面を、所定の水接触角とするためのプラズ
マエネルギー量となるように、プラズマ処理部１０を調整する。具体的には、プラズマ制
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御部３３Ｃは、所定の水接触角とするためのプラズマエネルギー量となるように、プラズ
マ処理部１０の電圧印加部１５に印加する電圧値、電圧印加時間、駆動する放電電極１１
の数などを調整する。プラズマ制御部３３Ｃによる、被処理物２０の表面を所定の水接触
角とするためのプラズマエネルギー量となるように調整する調整方法は、第１の実施の形
態のプラズマ制御部３２Ｃと同様である。すなわち、プラズマ制御部３３Ｃによる、被処
理物２０の表面を所定の水接触角とするためのプラズマエネルギーの算出方法は、プラズ
マ制御部３２Ｃと同様である。
【０１８７】
　本実施の形態では、プラズマ制御部３３Ｃは、更に、取得部３２Ａで取得した表面温度
に基づいて、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の表面が目標水接触角
を示すように、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量を調整する。
【０１８８】
　具体的には、プラズマ制御部３３Ｃは、取得部３２Ａで取得した表面温度が高いほど、
プラズマエネルギー量が大きくなるように、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量
を調整する。この調整により、プラズマ制御部３３Ｃは、被処理物２０にインクが吐出さ
れる際の被処理物２０の表面が目標水接触角を示すように、プラズマ処理部１０のプラズ
マエネルギー量を調整する。
【０１８９】
　なお、プラズマ制御部３３Ｃは、このプラズマエネルギー量の調整時には、目標水接触
角とするためのプラズマエネルギー量以上で、且つ、取得部３２Ａで取得した表面温度が
高いほどプラズマエネルギー量が大きくなるように、プラズマ処理部１０のプラズマエネ
ルギー量を調整する。
【０１９０】
　まず、プラズマ制御部３３Ｃは、取得部３２Ａで取得した表面温度に応じたプラズマエ
ネルギー量の調整値を算出する。
【０１９１】
　例えば、記憶部３８に、目標水接触角と、目標水接触角の範囲温度（被処理物２０の表
面温度）と、対応する表面温度を実現するために必要な冷却部２２の冷却能力と、対応す
る目標水接触角からの水接触角の上昇を相殺するために必要なプラズマエネルギー量の調
整値と、を対応づけた第５情報を予め記憶する。冷却能力の定義は、第１の実施の形態と
同様である。
【０１９２】
　このプラズマエネルギー量の調整値は、少なくともインクを吐出される直前の被処理物
２０の水接触角が目標水接触角を示すように、予めプラズマ処理部１０で加えておくべき
プラズマエネルギー量と、プラズマ処理時（処理直後）の被処理物２０の水接触角を目標
水接触角とするためのプラズマエネルギー量と、の差分である。
【０１９３】
　第５情報における、このプラズマエネルギー量の調整値は、対応する冷却能力と、プラ
ズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の搬送時間と、目標水接触角
と、の相関に応じて、予め測定し、設定すればよい。すなわち、この第５情報は、印刷シ
ステム１Ｂを用いて予め測定し、予め対応づけて記憶しておけばよい。なお、第５情報に
おける、冷却能力は、対応する目標水接触角と、被処理物２０の表面温度と、に対応して
一意の値が決定されているものとするが、これに限定されない。また、第５情報における
、プラズマエネルギー量の調整値は、対応する目標水接触角と、被処理物２０の表面温度
と、に対応して一意の値が決定されているものとするが、これに限定されない。
【０１９４】
　そして、プラズマ制御部３３Ｃは、目標水接触角と、取得部３２Ａで取得した表面温度
と、に対応するプラズマエネルギー量の調整値を第５情報から読取る。そして、プラズマ
制御部３３Ｃは、先に決定した目標水接触角に対応するプラズマエネルギー量に、読取っ
たプラズマエネルギーの調整値を加算したプラズマエネルギー量を算出する。
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【０１９５】
　そして、プラズマ制御部３３Ｃは、算出したプラズマエネルギー量を実現するように、
電圧印加部１５から放電電極１１へ印加する電圧値、電圧印加時間、駆動する放電電極１
１の数などを調整すればよい。この処理により、プラズマ制御部３３Ｃは、取得部３２Ａ
で取得した表面温度に基づいて、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の
表面が目標水接触角を示すように、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量を調整す
る。すなわち、プラズマ制御部３３Ｃは、対応する目標水接触角とするためのプラズマエ
ネルギー量以上で、且つ、取得部３２Ａで取得した表面温度が高いほどプラズマエネルギ
ー量が大きくなるように、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量を調整する。
【０１９６】
　なお、プラズマ制御部３３Ｃは、目標水接触角を実現するために必要なプラズマエネル
ギー量の算出時と同様に、被処理物２０の種類、被処理物２０の吐出するインク種の少な
くとも１つに応じて、プラズマエネルギー量の調整値を算出してもよい。
【０１９７】
　この場合には、例えば、記憶部３８に、目標水接触角と、被処理物２０の種類と、イン
ク種と、に対応する上記第５情報を、予め記憶すればよい。そして、プラズマ制御部３３
Ｃは、被処理物２０の種類と、インク種と、に対応する第５情報における、目標水接触角
と、取得部３２Ａで取得した表面温度と、対応するプラズマエネルギー量の調整値を読取
ればよい。
【０１９８】
　冷却制御部３３Ｄは、冷却部２２の冷却能力を調整する。冷却制御部３３Ｄは、取得部
３２Ａで取得した表面温度に基づいて、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物
２０の表面温度が目標水接触角の範囲となる温度であるように、冷却部２２の冷却能力を
調整する。
【０１９９】
　冷却制御部３３Ｄは、第１の実施の形態の冷却制御部３２Ｄと同様に、冷却部２２を構
成する、第１冷却部２２Ａ、第２冷却部２２Ｂ、第３冷却部２２Ｃの少なくとも１つの冷
却能力を調整することで、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の表面温
度が目標とする水接触角の範囲となる温度であるように、冷却能力を調整する。
【０２００】
　例えば、冷却部２２が、駆動電圧が高くなるほど、また、電圧印加時間が長いほど、冷
却能力（すなわち、より低温とする能力）が大きくなる構成であるとする。この場合、冷
却制御部３３Ｄは、冷却部２２に印加する駆動電圧および電圧印加時間の少なくとも一方
を調整することで、冷却能力を調整する。
【０２０１】
　本実施の形態では、冷却制御部３３Ｄは、印刷データに含まれる設定情報から目標水接
触角を読取り、取得部３２Ａから表面温度を取得する。そして、冷却制御部３３Ｄは、読
取った目標水接触角および取得した表面温度に対応する冷却能力を、上記第５情報から読
取る。そして、冷却制御部３３Ｄは、読取った冷却能力となるように、冷却部２２の冷却
能力を調整する。
【０２０２】
　なお、冷却制御部３３Ｄは、目標水接触角と、表面温度と、被処理物２０の種類および
被処理物２０の吐出するインク種の少なくとも一方と、に応じて、冷却部２２の冷却能力
を算出してもよい。
【０２０３】
　この場合には、上記と同様に、例えば、記憶部３８に、目標水接触角と、被処理物２０
の種類と、インク種と、に対応する上記第５情報を、予め記憶すればよい。そして、プラ
ズマ制御部３３Ｃは、被処理物２０の種類と、インク種と、に対応する第５情報における
、目標水接触角と、取得部３２Ａで取得した表面温度と、対応する冷却能力を読取ればよ
い。
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【０２０４】
　なお、冷却制御部３３Ｄは、取得部３２Ａで取得した表面温度が高いほど、冷却能力が
高くなるように、冷却部２２の冷却能力を調整する。このため、第５情報に含まれる、表
面温度と冷却能力との関係は、表面温度が高いほど、冷却能力が高く（すなわり、より低
温となるように冷却）なるように、予め対応づけられていればよい。
【０２０５】
　次に、本実施の形態の画像形成装置４０Ｂで実行する画像形成処理の手順を説明する。
画像形成処理は、プラズマ処理、冷却処理、インク吐出による記録処理、を含む。
【０２０６】
　図１４は、画像形成装置４０Ｂが実行する画像形成処理の手順を示すフローチャートで
ある。
【０２０７】
　まず、制御部３３が、外部装置などから印刷データを受信する（ステップＳ２００）。
次に、制御部３３は、受信した印刷データを、記憶部３８に記憶する（ステップＳ２０２
）。
【０２０８】
　次に、調整部３３Ｂが、所定の水接触角および目標水接触角を取得する（ステップＳ２
０４）。調整部３３Ｂは、ステップＳ２００で受信した印刷データに含まれる設定情報か
ら、所定の水接触角および目標水接触角を読取ることによって、所定の水接触角および目
標水接触角を取得する。
【０２０９】
　次に、調整部３３Ｂが被処理物２０の種類を取得する（ステップＳ２０６）。調整部３
３Ｂは、ステップＳ２００で受信した印刷データに含まれる設定情報から、被処理物２０
の種類を読取ることによって、被処理物２０の種類を取得する。
【０２１０】
　次に、調整部３３Ｂがインク種を取得する（ステップＳ２０８）。調整部３３Ｂは、ス
テップＳ２００で受信した印刷データに含まれる設定情報から、インク種を読取ることに
よって、インク種を取得する。
【０２１１】
　次に、プラズマ制御部３３Ｃが、ステップＳ２０４で取得した所定の水接触角を実現す
るための、プラズマエネルギー量を算出する（ステップＳ２１０）。なお、上述したよう
に、プラズマ制御部３３Ｃは、ステップＳ２０４で取得した所定の水接触角、ステップＳ
２０６で取得した被処理物２０の種類、及びステップＳ２０８で取得したインク種に応じ
て、プラズマエネルギー量を算出してもよい。
【０２１２】
　次に、冷却制御部３３Ｄが、初期値としての冷却能力を算出する（ステップＳ２１２）
。ステップＳ２１２では、例えば、冷却制御部３３Ｄは、ステップＳ２０４で取得した目
標水接触角と、予め定めた基準温度の表面温度と、に対応する冷却能力を算出する。基準
温度は、例えば、プラズマ処理部１０がプラズマ処理を行ったときの、放電電極１１とア
ース電極１４との間の領域の温度の予測値を予め設定し、この予測値を基準温度として予
め設定すればよい。なお、この基準温度は、ユーザによる図示を省略する入力部等の操作
によって、適宜変更可能であるとする。
【０２１３】
　次に、冷却制御部３３Ｄが、ステップＳ２１２で算出した冷却能力となるように、冷却
部２２を制御する。これによって、冷却部２２が冷却を開始する（ステップＳ２１４）。
【０２１４】
　次に、プラズマ制御部３３Ｃが、ステップＳ２１０で算出したプラズマエネルギー量と
なるように、プラズマ処理部１０を調整する。これによって、プラズマ処理部１０は、ス
テップＳ２１０で算出したプラズマエネルギー量、すなわち、ステップＳ２０４で取得し
た目標水接触角を実現するためのプラズマエネルギー量で被処理物２０をプラズマ処理す
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る（ステップＳ２１６）。
【０２１５】
　次に、取得部３２Ａが、プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２
０の表面温度を取得する（ステップＳ２１８）。例えば、取得部３２Ａは、検出部３６で
検出された表面温度を、プラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０
の表面温度として取得する。
【０２１６】
　次に、冷却制御部３３Ｄが、ステップＳ２１８で取得した表面温度と、ステップＳ２０
４で取得した目標水接触角と、に対応する冷却能力を、第５情報を用いて算出する。そし
て、冷却制御部３３Ｄは、算出した冷却能力で冷却するように、冷却部２２を調整する（
ステップＳ２２０）。
【０２１７】
　次に、プラズマ制御部３３Ｃが、ステップＳ２１８で取得した表面温度と、ステップＳ
２０４で取得した目標水接触角と、に対応するプラズマエネルギー量の調整値を、第５情
報を用いて算出する。そして、プラズマ制御部３３Ｃは、ステップＳ２１０で算出したプ
ラズマエネルギー量に、該算出したプラズマエネルギー量の調整値を加算したプラズマエ
ネルギー量となるように、プラズマ処理部１０を制御する（ステップＳ２２２）。
【０２１８】
　そして、記録制御部３２Ｅが、ステップＳ２００で受信した印刷データに含まれる、画
像データによって示される各画素の濃度値に応じたインク滴を対応する位置に吐出するよ
うに、記録部１７０を制御する（ステップＳ２２４）。
【０２１９】
　ステップＳ２１８～ステップＳ２２２の処理によって、プラズマ処理部１０によってプ
ラズマ処理された被処理物２０は、少なくとも、搬送経路Ｄに沿って記録部１７０へ搬送
されるまでの期間、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の表面温度が目
標水接触角の範囲となる温度であるように、冷却される。このため、プラズマ処理による
改質効果の低下が抑制される。また、ステップＳ２１８～ステップＳ２２２の処理によっ
て、プラズマ処理部１０によるプラズマエネルギー量が、被処理物２０にインクが吐出さ
れる際の被処理物２０の表面が目標水接触角を示すように、表面温度に応じて調整される
。
【０２２０】
　そして、制御部３３は、印刷データに含まれる画像データの画像の形成が終了するまで
（ステップＳ２２６：Ｙｅｓ）、ステップＳ２１６～ステップＳ２２６の処理を繰り返し
実行する（ステップＳ２２６：Ｎｏ）。そして、ステップＳ２２６で肯定判断すると（ス
テップＳ２２６：Ｙｅｓ）、本ルーチンを終了する。
【０２２１】
　以上説明したように、本実施の形態の改質装置１００Ｂでは、取得部３２Ａが、プラズ
マ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面温度を取得する。調整部
３３Ｂは、取得部３２Ａで取得した表面温度に基づいて、プラズマ処理部１０のプラズマ
エネルギー量、および冷却部２２の冷却能力の双方を調整する。
【０２２２】
　このため、本実施の形態の改質装置１００Ｂでは、プラズマ処理によって低くなった水
接触角の上昇を抑制することができる。
【０２２３】
　従って、本実施の形態の改質装置１００Ｂは、改質効果の低下を抑制することができる
。
【０２２４】
　なお、本実施の形態では、調整部３３Ｂは、取得部３２Ａで取得した表面温度に基づい
て、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量、および冷却部２２の冷却能力の双方を
調整する場合を説明した。
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【０２２５】
　しかし、調整部３３Ｂは、冷却部２２の冷却能力を固定とし、プラズマ処理部１０のプ
ラズマエネルギー量のみを調整してもよい。
【０２２６】
　この場合、冷却部２２の冷却能力は、例えば、少なくともプラズマ処理されてからイン
クを吐出されるまでの被処理物２０の表面温度を、被処理物２０にインクが吐出される際
の被処理物２０の表面温度が目標水接触角の範囲となる温度であるように冷却する冷却能
力で、固定とすればよい。そして、調整部３３Ｂは、取得部３２Ａで取得した表面温度に
基づいて、被処理物２０にインクが吐出される際の被処理物２０の表面が目標水接触角を
示すように、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量を調整してもよい。
【０２２７】
　この場合についても、プラズマ制御部３３Ｃは、取得した表面温度が高いほど、プラズ
マエネルギー量が大きくなるように、プラズマ処理部１０のプラズマエネルギー量を調整
すればよい。
【０２２８】
（第３の実施の形態）
　なお、上記実施の形態では、プラズマ処理部１０は、被処理物２０の表面が所定の水接
触角となるように被処理物２０をプラズマ処理し、冷却部２２は、被処理物２０にインク
が吐出される際の被処理物２０の表面温度が目標水接触角の範囲となる温度であるように
、少なくともプラズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面を冷
却する場合を説明した。
【０２２９】
　ここで、上述したように、本発明者らは、図７などの結果から、熱による水酸基（ＯＨ
）の剥離により、プラズマ処理によって低下したｐＨが高くなり、改質効果が低下するこ
とを見出した。
【０２３０】
　そこで、本実施の形態では、プラズマ処理部１０は、被処理物２０の表面が所定のｐＨ
値となるように、被処理物２０をプラズマ処理する。プラズマ処理部１０およびプラズマ
制御部３２Ｃ、３３Ｃ（図１１、図１３参照）は、上記所定の水接触角に代えて、所定の
ｐＨ値を用いる以外は、上記実施の形態と同様の処理を行えばよい。所定のｐＨ値とは、
プラズマ処理によって実現させる、プラズマ処理直後の被処理物２０表面のｐＨ値である
。所定のｐＨ値は、例えば、ユーザによって予め設定される。
【０２３１】
　また、本実施の形態では、冷却部２２は、被処理物２０にインクが吐出される際の被処
理物２０の表面が目標とするｐＨ値の範囲となる温度であるように、少なくともプラズマ
処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面を冷却する。
【０２３２】
　目標とするｐＨ値の範囲は、インク吐出直前のタイミングにおける、被処理物２０の目
標とするｐＨ値の範囲である。目標とするｐＨ値の範囲は、ユーザによって予め設定され
る。目標とするｐＨ値の範囲は、上記所定のｐＨ値以下の値である。なお、目標とするｐ
Ｈ値の範囲となる温度とは、被処理物２０の表面が目標とするｐＨ値の範囲を維持可能な
、温度範囲を示す。
【０２３３】
　本実施の形態では、冷却部２２および冷却制御部３２Ｄ、３３Ｄ（図１１、図１３参照
）は、上記目標水接触角に代えて目標とするｐＨ値を用い、目標水接触角の範囲温度に代
えて、目標とするｐＨ値の範囲となる温度を用いる以外は、上記実施の形態と同様の処理
を行えばよい。
【０２３４】
　このように、プラズマ処理部１０が、被処理物２０の表面が所定のｐＨ値となるように
被処理物２０をプラズマ処理し、冷却部２２が、被処理物２０にインクが吐出される際の
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被処理物２０の表面が目標とするｐＨ値の範囲となる温度であるように、少なくともプラ
ズマ処理されてからインクを吐出されるまでの被処理物２０の表面を冷却する。
【０２３５】
　このため、本実施の形態の改質装置１００Ｂでは、このような冷却部２２を備えた構成
とすることによって、プラズマ処理によって低くなったｐＨ値の上昇を抑制し、改質効果
の低下を抑制することができる。また、本実施の形態では、改質効果の低下を抑制するこ
とができるので、プラズマ処理された被処理物２０の表面にインクを吐出することにより
形成する画像の、画質劣化を抑制することができる。
【０２３６】
（第４の実施の形態）
　次に、上述した改質装置１００、改質装置１００Ｂ、画像形成装置４０、および画像形
成装置４０Ｂのハードウェア構成について説明する。
【０２３７】
　図１５は、改質装置１００、改質装置１００Ｂ、画像形成装置４０、および画像形成装
置４０Ｂのハードウェア構成図である。改質装置１００、改質装置１００Ｂ、画像形成装
置４０、および画像形成装置４０Ｂは、ハードウェア構成として、装置全体を制御するＣ
ＰＵ２９０１と、各種データや各種プログラムを記憶するＲＯＭ２９０２と、各種データ
や各種プログラムを記憶するＲＡＭ２９０３と、キーボードやマウス等の入力装置２９０
５と、ディスプレイ装置等の表示装置２９０４と、を主に備えており、通常のコンピュー
タを利用したハードウェア構成となっている。
【０２３８】
　駆動部２９０６は、改質装置１００、改質装置１００Ｂ、画像形成装置４０、および画
像形成装置４０Ｂの各々における、ＣＰＵ２９０１によって制御される装置各部（例えば
、プラズマ処理部１０、冷却部２２、検出部３６など）に相当する。
【０２３９】
　上記実施の形態の改質装置１００、改質装置１００Ｂ、画像形成装置４０、および画像
形成装置４０Ｂで実行されるプログラムは、インストール可能な形式又は実行可能な形式
のファイルでＣＤ－ＲＯＭ、フレキシブルディスク（ＦＤ）、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ（Ｄｉｇ
ｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｋ）等のコンピュータで読み取り可能な記憶媒体
に記録されてコンピュータプログラムプロダクトとして提供される。
【０２４０】
　また、上記実施の形態の改質装置１００、改質装置１００Ｂ、画像形成装置４０、およ
び画像形成装置４０Ｂで実行されるプログラムを、インターネット等のネットワークに接
続されたコンピュータ上に格納し、ネットワーク経由でダウンロードさせることにより提
供するように構成してもよい。また、上記実施の形態の改質装置１００、改質装置１００
Ｂ、画像形成装置４０、および画像形成装置４０Ｂで実行されるプログラムをインターネ
ット等のネットワーク経由で提供または配布するように構成してもよい。
【０２４１】
　また、上記実施の形態の改質装置１００、改質装置１００Ｂ、画像形成装置４０、およ
び画像形成装置４０Ｂで実行されるプログラムを、ＲＯＭ２９０２等に予め組み込んで提
供するように構成してもよい。
【０２４２】
　上記実施の形態の改質装置１００、改質装置１００Ｂ、画像形成装置４０、および画像
形成装置４０Ｂで実行されるプログラムは、上述した各部を含むモジュール構成となって
おり、実際のハードウェアとしてはＣＰＵ（プロセッサ）２９０１が上記記憶媒体からプ
ログラムを読み出して実行することにより上記各部が主記憶装置上にロードされ、上記各
部が主記憶装置上に生成されるようになっている。
【０２４３】
　なお、本発明は上記実施の形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその
要旨を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施の形態に開示
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、実施の形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除してもよい。さらに、異
なる実施の形態にわたる構成要素を適宜組み合わせてもよい。また、種々の変形が可能で
ある。
【符号の説明】
【０２４４】
　１、１Ｂ　印刷システム
　１０　プラズマ処理部
　１１　放電電極
　１４　アース電極
　１５　電圧印加部
　２２　冷却部
　２２Ａ　第１冷却部
　２２Ｂ　第２冷却部
　２２Ｃ　第３冷却部
　３２、３３　制御部
　３２Ａ　取得部
　３２Ｂ、３３Ｂ　調整部
　３２Ｃ、３３Ｃ　プラズマ制御部
　３２Ｄ、３３Ｄ　冷却制御部
　３６　検出部
　４０、４０Ｂ　画像形成装置
　１００、１００Ｂ　改質装置
　１７０　記録部
【先行技術文献】
【特許文献】
【０２４５】
【特許文献１】特開２００９－２７９７９６号公報
【特許文献２】特開２００３－３１１９４０号公報
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